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地域医療構想に関する国の検討状況
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厚労省作成資料



すべての国民が安心できる質の高い医療提供体制の構築

地域医療構想

2019年度 2020年度 2025年度‥

地
域
医
療
構
想
の
実
現

2020年９月頃
公立・公的医療機関
等の再検証期限

民間医療機関の対応方針策定を促進
４機能別の病床分類に基づく手法の深化、
民間の取組促進のための更なる分析

・消費税財源を活用した病床のダウンサイジング支援の追加的方策
【予算編成過程で検討】

公
立
公
的

民
間

共
通

・ 公立・公的医療機関等の医療機能
を分析。分析結果に基づき、対応方
針再検証を要請する公立・公的医療
機関等を公表（9月26日）

・ダウンサイジングや機
能連携・分化を含む再
編統合について、来年
９月までの再検証を要
請する

・地域医療全体を見直す観
点から、民間医療機関の
診療実績データを都道府
県等に提供

・地域医療構想の達成に向けた病床機能の再
編について、各地域での議論に基づき、地
域医療介護総合確保基金も活用しつつ対応

重
点
・重点支援区域について
都道府県から情報収集

・重点支援区域に対する国による直接的支援
【20年実施】

・基金の効果的メリハリ付け【19年度検討、20年度実施】

2019年度中
都道府県医師確保計画の策定

PDCAサイクルに基づく
３年毎の計画の見直し

医師偏在対策

医師の働き方改革

2036年
医師偏在是正の達成

時間外労働上限の特例水準の検討
(1,860時間/年 B水準、C水準)

2019年中
一定のとり
まとめ

2024年度～
労働時間規制の開始と
地域医療にも配慮した
特例水準の効果的活用、
タスクシフト/シェアの推進

タスクシフト/シェア推進の検討

三位一体の取組

令和元年第９回経済財政諮問会議
（令和元年１０月２８日） 資料２

2020～2021年度
新型コロナ対応を進めるため、必
要時に協議を実施
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令和２年度病床機能報告（速報値）
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令和２年度病床機能報告（速報値）

〇令和２年度の４機能の病床報告数は20,086床で、昨年度と比較し449床減少

〇４機能別にみると、報告区分の修正等により回復期病床が減少
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医療機能の選択に当たっての基本的な考え方

（ある病棟の患者構成イメージ）

病床機能報告においては、病棟が担う医療機能をいずれか１つ選択して報告す
ることとされているが、実際の病棟には様々な病期の患者が入院していることか
ら、下図のように当該病棟でいずれかの機能のうち最も多くの割合の患者を報告
することを基本とする。

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

各々の病棟については、

として報告することを基本とする。

「回復期機能」

「急性期機能」

「慢性期機能」

「高度急性期機能」

回復期機能の患者

高度急性期機能の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者

第 1 4 回 地 域 医 療 構 想
に 関 す る W G
平 成 3 0 年 6 月 1 5 日

資料

２－２

病床機能報告の限界
○医療機関の自主的な判断による報告（定性的な基準）
○病棟ごとに、最も多くの割合の患者を報告するため、実際の病棟には様々な病期の患者が入
院していることから、主として急性期や慢性期の機能を担うものとして報告された病棟におい
ても、回復期の患者が一定数入院し、回復期の医療が提供されていること
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定量的な基準の検討について

地域医療構想調整会議における議論を活性化する観点から、本年度中に、
都道府県医師会などの医療関係者等と協議を経た上で、地域の実情に応じ
た定量的な基準を導入されたい

本県の対応

（医政地発0816 第1 号平成30 年8 月16 日課長通知）

構想区域ごとに医療提供体制は大きく異なるため、一定緩緩やかな基準
を、全県下統一的な『定量的な基準』として導入してはどうか。
県下統一的な基準に合わせ、各区域の実情を反映させるための独自の基
準の設定も可能とする

共通基準（一定穏やかな基準とする）

Ａ区域 Ｂ区域 Ｃ区域

独自基準
なし

独自基準
あり

独自基準
あり

【イメージ図】
医療機関の自主判断にゆだねられ
ている病床機能報告について、客観
的な基準で再整理し、 地域の医療提
供状況について、議論を行いやすく
することが目的。

病床機能報告の基準を策定するも
のではない
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各区域の実情を反映させるための独自の基準
（区域で設定可能）

定量的な基準

共通基準
一定緩やかな基準

①急性期、慢性期病棟
のうち地域包括ケア入
院管理料算定病床を回
復期へ分類

②調査時点以降に回復
期へ機能変更を行った
もの又は調整会議で回
復期への機能変更の調
整がついた病床を回復
期へ分類

パターン１ 平均在棟日数

パターン２ 具体的な医療の提供内容

パターン３ その他
・ＤＰＣによる医療提供内容の分析
・入院基本料（H30以降） 等

【理由】
地域包括ケア病床は、制
度上急性期後の患者の在
宅復帰や在宅等の緊急時
の受入れを行うなど回復
期の性格が強い。

事例）
○厚労省が医療機能の考え方の目安として示した急性期入院基本料
は、「7対1」又は「10対1」(H29年度)
○10対1入院基本料の平均在棟日数が「21日」であることから、
「22日」を超える病棟は回復期相当の患者の入院割合が高いと仮定
し、回復期へ分類してはどうか

手術件数やその内容、がん・救急など提供した医療の
内容等を基準として設定
事例１）「高度急性期」「急性期」「回復期」のしきい値検討し、
それぞれ再定義してはどうか
事例２）急性期機能の病棟を、手術と救急入院の件数から「重症急
性期」「軽度急性期」に分け、「軽度急性期」を『回復期』と解釈
してはどうか

平均在棟日数を基準として設定
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地域包
括ケア
入院管
理料

今後見
込み③

地域包
括ケア
入院管
理料

今後見
込み③

長崎 高度急性期 892 0 0 892 651 241 五島 高度急性期 0 0 0 0 18 ▲ 18

急性期 3,307 ▲ 183 ▲ 79 3,045 2,437 608 急性期 217 0 0 217 116 101

回復期 1,546 183 ▲ 4 1,725 2,537 ▲ 812 回復期 200 0 0 200 154 46

慢性期 2,273 0 0 2,273 1,776 497 慢性期 57 0 0 57 49 8

計 8,018 0 ▲ 83 7,935 7,401 534 計 474 0 0 474 337 137

高度急性期 344 0 0 344 319 25 上五島 高度急性期 0 0 0 0 0 0

急性期 1,993 ▲ 42 67 2,018 1,086 932 急性期 146 ▲ 13 0 133 51 82

回復期 763 99 0 862 1,242 ▲ 380 回復期 50 13 0 63 54 9

慢性期 1,450 ▲ 57 ▲ 40 1,353 864 489 慢性期 0 0 0 0 25 ▲ 25

計 4,550 0 27 4,577 3,511 1,066 計 196 0 0 196 130 66

県央 高度急性期 294 0 0 294 359 ▲ 65 壱岐 高度急性期 0 0 0 0 0

急性期 1,634 0 ▲ 40 1,594 1,063 531 急性期 174 0 0 174 74 100

回復期 607 14 11 632 993 ▲ 361 回復期 72 0 0 72 94 ▲ 22

慢性期 1,696 ▲ 14 ▲ 7 1,675 1,145 530 慢性期 149 0 0 149 97 52

計 4,231 0 ▲ 36 4,195 3,560 635 計 395 0 0 395 265 130

県南 高度急性期 16 0 0 16 96 ▲ 80 対馬 高度急性期 0 0 0 0 14 ▲ 14

急性期 901 ▲ 30 0 871 491 380 急性期 122 0 0 122 82 40

回復期 352 30 0 382 475 ▲ 93 回復期 100 0 0 100 111 ▲ 11

慢性期 671 0 0 671 373 298 慢性期 60 0 0 60 16 44

計 1,940 0 0 1,940 1,435 505 計 282 0 0 282 223 59

県全体 高度急性期 1,546 0 0 1,546 1,457 89

急性期 8,494 ▲ 268 ▲ 52 8,174 5,400 2,774

回復期 3,690 339 7 4,036 5,660 ▲ 1,624

慢性期 6,356 ▲ 71 ▲ 47 6,238 4,345 1,893

計 20,086 0 ▲ 92 19,994 16,862 3,132

2025病
床の必
要量④

必要量と
の比較
④―③

令和2
年度病
床機能
報告①

共通基準②
R2

調整後
③＝①
＋②

2025
病床の
必要量

④

必要量と
の比較
④―③

圏域 医療機能

病床機能報告

佐世保
県北

共通基準②
令和2
年度病
床機能
報告①

R2
調整後
③＝①
＋②

圏域 医療機能

病床機能報告

定量的基準（共通基準）の適応結果

定量的基準による補正
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地域医療構想に関する県の取組の方向性



１ 地域医療構想に関する医療機関アンケート調査の実施

２ 地域医療構想に関するデータ分析事業

・病床機能分化・連携推進事業【制度拡充】
・病床機能再編支援事業【継続】

３ 地域医療構想調整会議等における協議・検討

令和４年度の本県の取組（案）

 病床機能報告では把握できない項目等について調査
 新型コロナウイルス感染症の感染を踏まえた地域課題の抽出 等

 病床機能報告における入院診療実績による分析

 関係機関における連携体制等について協議・検討
 各医療機関の地域医療構想に関する対応方針の策定、検証・見直し

＊新型コロナの感染状況及び国における第８次医療計画等に関する検討状況を踏まえ、検討を進める

令和４年度の取組（案）

現状
の把握

課題に関
する意見
交換

具体的な
取組の推
進

４ 基金事業を活用した取組

 地域課題等に対応するため、基金事業を展開

 基金を活用した個別医療機関に対する支援

・あじさいネットと連携した医療IoT機器による遠隔モニタリング事業（R4.6月補正計上に向け調整中）

※令和元年度実施

7月頃（予定）

9～2月（予定）
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

地域で
の協議

R4年度
の取組

基金事業

①医療機関アンケート調査・取りまとめ

令和４年度の取組（スケジュール（案））

■
県全体会

R4年度

R4事業募集（病床機能分化・連携、
病床機能再編支援補助金） ヒアリング・調整会議にて協議

R5事業提案募集

基金WGにて協議

②データ分析事業

■
県全体会

R5年度

R6年度

内示・交付申請・交付決定・給付

県予算編成作業
国ヒア
リング
■

R6年度提案の方向性の検討

調整会議 調整会議
・病床機能報告の確認
・基金事業に関する協議
・アンケート結果に関する
協議 等

・データ分析を踏まえた
協議
・R5年度に向けた協議
・外来機能報告等に関
する協議 等

＊新型コロナの感染状況及び国における第８次医療計画等に関する検討状況を踏まえ、検討を進める 18



外来機能の明確化・連携の推進
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地域医療介護総合確保基金の活用について

地域医療介護総合確保基金を活用した次の事業については、医療機関から申請があった

場合、地域医療構想の実現を目的としたものであるか、当該構想区域における地域医療構想

調整会議において協議を行い、その結果を踏まえ補助金の交付を行うこととしている。

【補助金の概要】

１ 長崎県病床機能分化・連携推進事業

地域医療構想の実現に向けて、不足する医療機能への転換等、病床機能の分化・連携を推

進するための施設及び設備の整備を行う病院、診療所に対し、必要な経費の一部を支援する。

〇補助の対象となる経費

（１）不足する病床への転換に要する経費

（２）過剰な病床を削減し、他用途へ変更するために要する経費

（３）再編統合等の計画策定にあたって必要となる経費

２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業

地域医療構想の実現に向けた病床の機能や病床数の変更を行う医療機関に対し、給付金

の支給を行う。

〇補助の対象となる経費

（１）単独支援給付金支援事業

（２）統合支援給付金支給事業

（３）債務整理支援給付金支給事業

資料３－２



事業提案一覧（病床機能分化・連携推進事業）

番号 事業年度 医療圏 医療機関名 事業区分
回復期への
転換病床数

事業内容

1 令和3年度 県央 長崎川棚医療センター 不足する病床への
転換

5床 ■事業内容
　地域包括ケア病床の増設に必要となる病床の施設整備を行う。
　（内容）
　　・４階病棟のカンファレンス室を病室に改修
　　・個室を２床室に増床

■整備時期（予定）
　令和４年１月　工事着手予定

（参考）病床機能

※変更後は、令和３年４月１日における体制を記載
※削減後の急性期病床には、休止病棟の5床を含む
※令和４年度に、「過剰な病床を削減し、他用途へ変更」のための補助金を活用予定
（令和４年度協議）

変更前① 変更後② ②－①
（参考）

再編後③
③－①

高 度 急 性 期 0

急 性 期 165 115 ▲ 50 115 ▲ 50

回 復 期 55 60 5 60 5

慢 性 期 60 60 0 60 0

合 計 280 235 ▲ 45 235 ▲ 45

休 止 中 0 45 45 5 0



事業提案一覧（病床の機能又は病床数の変更に関する事業）

番号 事業年度 医療圏 医療機関名 補助金名称 事業区分 概要

1 令和3年度 長崎 昭和会病院・長崎あじさ
い病院

令和３年度病床機能再編
支援事業

統合支援給付金支
給事業

〇地域医療構想を実現するため、「昭和会病院」「長崎あじさい病院」を
統合し、回復期機能の強化及び慢性期病床の削減を行う。

うち対象３区分

昭和会病院 0 0 51 235 286 235

長崎あじさい病院 0 37 37 74 37

計① 0 37 88 235 360 272

0 0 104 182 286 182

0 ▲ 37 16 ▲ 53 ▲ 74 ▲ 90

16

▲ 74

合計慢性期回復期急性期
高度急性

期

令和２年
４月時点

②－①

統合後②

対象3区分の病床減少数

対象３区分からの転換

要件 適・不適

統合関係医療機関のうち１以上の病院が廃止（有床診療所化
又は無床診療所化も含む）となること

〇

統合後、統合関係医療機関のうち１以上の医療機関が運営さ
れていること

〇

令和８年３月３１日までに統合が完了する計画であり、すべて
の統合関係医療機関が計画に合意していること

〇

統合関係医療機関の対象３区分の総病床数の１０％以上減少
すること

〇
（27.2%)



番号 事業年度 医療圏 医療機関名 補助金名称 事業区分 概要

2 令和3年度 県央 西諫早病院 病床機能再編支援事業 単独支援給付金支
給事業

〇地域医療構想を実現するため、急性期病床を８床削減する。

3 令和４年度
（予定）

県央 長崎川棚医療センター 病床機能再編支援事業 単独支援給付金支
給事業

〇地域医療構想を実現するため、急性期病床を45床削減する。

うち対象３区分

平成30年度病
床機能報告①

0 71 0 0 71 71

削減後② 0 63 0 0 63 63

②－① 0 ▲ 8 0 0 ▲ 8 ▲ 8

高度急性
期

急性期 回復期 慢性期 合計

要件 適・不適

再編後の対象３区分の許可病床数が、平成30年度病床機能報
告における対象3区分の稼働病床数合計の90%以下である
こと

〇
（80.0%)

要件 適・不適

再編後の対象３区分の許可病床数が、平成30年度病床機能報
告における対象3区分の稼働病床数合計の90%以下である
こと

〇
（88.7%)

うち対象３区分

平成30年度病
床機能報告①

0 165 55 60 280 225

削減後② 0 120 60 60 240 180

②－① 0 ▲ 45 5 0 ▲ 40 ▲ 45

転換分除く ▲ 40

高度急性
期

急性期 回復期 慢性期 合計



番号 事業年度 医療圏 医療機関名 補助金名称 事業区分 概要

4 令和3年度 県南 安藤病院 令和３年度病床機能再編
支援事業

単独支援給付金支
給事業

〇地域医療構想を実現するため、慢性期病床60床を削減し、特別養護
老人ホーム及び無床診療所へ転換を行う。

うち対象３区分

平成30年度病
床機能報告①

0 0 0 60 60 60

削減後② 0 0 0 0 0 0

②－① 0 0 0 ▲ 60 ▲ 60 ▲ 60

高度急性
期

急性期 回復期 慢性期 合計

要件 適・不適

再編後の対象３区分の許可病床数が、平成30年度病床機能報
告における対象3区分の稼働病床数合計の90%以下である
こと

〇
（0%)



補助対象 対象となる経費 補助率 （参考）変更前

(1)不足する病床へ
の転換に要する経費

①施設整備費整備する回復期病床１床あたり（30床上限）
新築・増築 9,000千円（360千円×25㎡）
改築・改修 5,761千円（3,841千円×1.5）

②設備整備費 医療機関あたり 10,800千円
１/２

新築・増築
5,500千円

（220千円×25㎡）
改築・改修 3,841千円

(2)過剰な病床を削
減し、他用途へ変更
するために要する経
費

①施設整備費削減する急性期・慢性期病床１床あたり（30床上限）
増築 9,000千円（360千円×25㎡）
改築・改修 5,761千円（3,841千円×1.5）

②設備整備費 医療機関あたり 10,800千円
１/２

増築 5,500千円
（220千円×25㎡）

改築・改修 3,841千円

(3)再編統合等の計
画策定にあたって必
要となる経費

再編統合等にかかるコンサルタント業務委託費、病院間協議にかかる費用等
医療機関あたり 2,000千円上限 定額

(4)病床削減に伴い
不要となる建物や医
療機器の処分に係る
損失

自主的なダウンサイジングに伴い、不要となる建物（病棟・病室等）や不要となる医療
機器の処分（廃棄、解体又は売却）に係る損失（財務諸表上の特別損失に計上される金
額に限る）
〇対象となる建物及び医療機器：平成30年〇月〇日（本県の地域医療構想策定日）まで
に取得（契約）したもの
○対象となる勘定科目
・固定資産除却損:固定資産を廃棄した場合の帳簿価額及び撤去費用
・固定資産廃棄損:固定資産を廃棄した場合の撤去費用
・固定資産売却損:固定資産の売却価額がその帳簿価額に不足する差額

定額

(5)早期退職制度の
活用により上積みさ
れた退職金の割増相
当額

早期退職制度（法人等の就業規則等で定めたものに限る）の活用により上積みされた退
職金の割増相当額
○対象となる職員：地域医療構想の達成に向けた機能転換やダウンサイジングに伴い退
職する職員
○上限額 6,000千円／人

定額

【令和４年度募集】病床機能分化・連携推進事業
地域医療構想調整会議における合意に沿った取組を着実に推進するため、事業対象の追加及び補助額の見直しを行う

新規

新規

拡充

拡充

【事業案】



○ 対象となる経費
病床削減に伴い、不要となる建物（病棟・病室等）や不要となる医療機器の処分（

廃棄、解体又は売却）に係る損失（財務諸表上の特別損失に計上される金額に限る）

○ 対象となる建物及び医療機器
各都道府県の地域医療構想公示日までに取得（契約）したもの
※ 医療機器については、廃棄又は売却した場合に発生する損失（「固定資産除却損」、「固定資産廃棄

損」及び「固定資産売却損」）のみを対象とする（「有姿除却」は対象としない）。
建物については、廃棄又は売却した場合に発生する損失（「固定資産除却損」、「固定資産廃棄損」

及び「固定資産売却損」）を対象とするが、法人税法上「有姿除却」として認められる場合に限り、廃
棄又は売却を伴わない損失（固定資産除却損）についても対象とする。この場合、翌年度以降、解体す
る際に発生する損失（固定資産廃棄損）についても、対象とする。

○ 対象となる勘定科目
・固定資産除却損

固定資産を廃棄した場合の帳簿価額及び撤去費用
・固定資産廃棄損

固定資産を廃棄した場合の撤去費用
※ 帳簿価額がある場合は固定資産除却損を計上するのが一般的であるが、法人によっては、帳簿価

額がある場合であっても、撤去費用を固定資産廃棄損として計上することがある。

・固定資産売却損
固定資産の売却価額がその帳簿価額に不足する差額

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の事業縮小の際に要する費用
（２）建物や医療機器の処分に係る損失

2



具体例① 建物・医療機器（帳簿価額あり）を解体・廃棄する場合

借方 貸方
減価償却累計額 ３億円 建物 ４億円

固定資産除却損 ２億円 現預金 １億円

建物
４億円

（建物取得時）

残存簿価
１億円

減価償却
済み

３億円

解体撤去費
１億円 固定資産除却損 ２億円

※ 法人によっては、解体撤去費を固定資産廃棄損として、残
存簿価のみを固定資産除却損として計上することがある。

減価償却累計額 ３億円

【仕訳】

【イメージ】

地域医療構想調整
会議において、削

減に合意

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の事業縮小の際に要する費用
（２）建物や医療機器の処分に係る損失

【事例】
○ 建物を４億円で取得し、うち３億円は減価償

却済み。
○ 当該建物の解体撤去費用に１億円を要する。
○ この場合、特別損失として計上する固定資産

除却損２億円を基金で補助。

（解体撤去時の会計処理）

3



１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の事業縮小の際に要する費用
（３）人件費

○ 対象となる経費
早期退職制度（法人等の就業規則等で定めたものに限る）の活用により上積みされ

た退職金の割増相当額
○ 対象となる職員

地域医療構想の達成に向けた機能転換や病床削減に伴い退職する職員

○ 上限額
6,000千円

4

【事業のイメージ】

勤続年数等に応じた退職金額
2,000万円

早期退職制度の
割増相当額
1,000万円

①割増相当額が上限額を超える場合
事業者
負担額
400万

円

基金対象額
600万円

②割増相当額が上限額を超えない場合

勤続年数等に応じた退職金額
2,500万円

早期退職制度
の割増相当額

500万円

基金対象
額

500万円



【早期退職手当額の計算方法（国家公務員の場合）】

定年前15年以内に勤続期間20年以上の職員（定年前6月以内の者を除く。）が応募
認定・公務上死亡・傷病等により退職した場合、定年までの残年数１年につき退職日
の俸給月額を３％（最大45％）割増して基本額を算定

・退職日俸給月額 × （1 + 3％ × 定年までの残年数） × 支給率（勤続年数・退職理由別） × 調整率 ＋ 調整額

【参考】早期退職制度
民間企業における早期退職制度を法的に定めたものはなく、民間企業においては、

就業規則等で独自に早期退職制度を定めている。
なお、国家公務員においては、職員の年齢別構成の適正化を通じた組織活力の維持

等を目的として、45歳以上（定年が60歳の場合）の職員を対象に、透明性の確保さ
れた早期退職募集制度を創設し、平成25年11月1日から本制度に基づく退職が可能と
なっている。

5

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の事業縮小の際に要する費用
（３）人件費





支給要件 支給額の計算等

１ 単独支
援給付金支
給事業

・平成30年度病床機能報告時の病床数と比
較
・対象３区分（高度急性期、急性期、慢性
期）で10％以上減

・平成30年度病床機能報告時の病床数と比較
(令和元年度に病床を廃止した場合には令和元年度の病床数)
・対象３区分（高度急性期、急性期、慢性期）で10％以上減

・回復期転換分、過年度支給分は対象外
・国への申請は、病床再編が開始される年度以降に申請可
・医療機関への支給は、病床を廃止した年度以降に支給。
また、複数年度に跨がって病床を廃止する場合は、年度毎
に減少した病床数に相当する額を支給（減少した病床数に
応じて複数年度分を一括して支給することも可）

２ 統合支
援給付金支
給事業

・平成30年度病床機能報告時の病床数と比
較
・対象３区分（高度急性期、急性期、慢性
期）で10％以上減

・平成30年度病床機能報告時の病床数と比較
(令和元年度に病床を廃止した場合には令和元年度の病床数)
・対象３区分（高度急性期、急性期、慢性期）で10％以上減
※回復期転換分、過年度支給分は対象外
・調整会議で合意された統合計画に沿って申請・支給

３ 債務整
理支援給付
金支給事業

・①～⑥の全てを満たすこと
①調整会議にて、「２ 統合支援給付金支
給事業」による統合関係医療機関として認
められている
②統合関係医療機関のうち1以上の病院が
廃止(有床化又は無床化含む)
③統合後、統合関係医療機関のうち1以上
の医療機関が運営されている
④統合廃止となる医療機関の未返済の債務
を返済するため新たに融資を受けている
⑤金融機関から取引停止処分を受けていな
い
⑥国税、社会保険料又は労働保険料を滞納
していない

・承継医療機関が統合によって廃止となる病院の未返済の債
務を返済するために、金融機関から新たに受けた融資に対す
る利子の総額

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業（病床機能再編支援事業）







4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

地域で
の協議

R4年度
の取組

基金事業

①医療機関アンケート調査・取りまとめ

令和４年度の取組（スケジュール（案））

■
県全体会

R4年度

R4事業募集（病床機能分化・連携、
病床機能再編支援補助金） ヒアリング・調整会議にて協議

R5事業提案募集

基金WGにて協議

②データ分析事業

■
県全体会

R5年度

R6年度

内示・交付申請・交付決定・給付

県予算編成作業
国ヒア
リング
■

R6年度提案の方向性の検討

調整会議 調整会議
・病床機能報告の確認
・基金事業に関する協議
・アンケート結果に関す
る協議 等

・データ分析を踏まえた
協議
・R5年度に向けた協議
・外来機能報告等に関
する協議 等

＊新型コロナの感染状況及び国における第８次医療計画等に関する検討状況を踏まえ、検討を進める 10


